
 

 
KS 法改正ニュースレターでは、社員の皆様と共有していただきたい法改正情報についてお知らせいたします。例年と⽐較して、

今年は多くの法改正が⾏われます。皆様のお役に⽴つ情報を発信していきますので、これからの KS 法改正ニュースレターにご期
待ください。 

今回のニュースレターでは、傷病⼿当⾦について⼤きな法改正がありましたのでお伝えいたします。 
 

傷病⼿当⾦とは 
病気休業中に被保険者とその家族の⽣活を保障するために設けられた制度で、病気やけがのために会社を休み、事業主から 
⼗分な報酬が受けられない場合に⽀給されます。 

給付要件 被保険者が業務外の事由による療養のため労務に服することができないときは、その労務に服することが 
できなくなった⽇から起算して３⽇を経過した⽇から労務に服することができない期間、⽀給される。 

⽀給額 １⽇につき、直近 12 か⽉の標準報酬⽉額を平均した額の 30 分の１に相当する額の３分の２に相当 
する⾦額 
なお、被保険者期間が 12 か⽉に満たない者については、 
①当該被保険者の被保険者期間における標準報酬⽉額の平均額 
②当該被保険者の属する保険者の全被保険者の標準報酬⽉額の平均額 
のいずれか低い額を算定の基礎とする。 

⽀給期間 同⼀の疾病・負傷に関して、⽀給を始めた⽇から起算して１年６⽉を超えない期間 

令和４年１⽉１⽇より、健康保険の傷病⼿当⾦の⽀給期間が下図のとおり通算化されます。 
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法改正の背景 
がん患者の約３人に１人は、20 歳から 64 歳までの就労可能年齢で罹患しています。昨今医療の進歩により、⽇本で全がん
の５年相対⽣存率は年々上昇し、働きながらがん治療を受けられる可能性が高まっています。 
しかしこれまでの傷病⼿当⾦では、⽀給開始⽇から起算して 1 年 6 か⽉経過後は不⽀給となる為、がん治療のために入退院を
繰り返したり、がんが再発したりした場合に柔軟に利⽤できないとの指摘があり、法改正に至りました。 
 

対象となる傷病⼿当⾦は︖ 
令和２年７⽉２⽇以降に支給が開始された傷病⼿当⾦が対象となります。 
 
⽀給期間の計算方法は︖ 
① 初回の申請から３⽇間の待期期間を経て、⽀給を始める４⽇目より暦に従って１年６⽉間の計算を⾏い、傷病⼿当⾦

の⽀給期間（⽇数）を確定します。 
② 当該⽀給期間は、傷病⼿当⾦の⽀給単位で減少し、途中に傷病⼿当⾦が⽀給されない期間（以下「無⽀給期間」とい

う。）がある場合には、当該無⽀給期間の⽇数分について⽀給期間は減少しません。 
【例】 ①令和４年３⽉１⽇〜４⽉ 10 ⽇ 労務不能（⽀給期間︓38 ⽇間） 

②令和４年４⽉ 11 ⽇〜４⽉ 20 ⽇ 労務不能（⽀給期間︓10 ⽇間） 
③令和４年５⽉ 11 ⽇〜６⽉ 10 ⽇ 労務不能（⽀給期間︓31 ⽇間） 
→令和４年３⽉１⽇から３⽇までの３⽇間の待期期間を経て、令和４年３⽉４⽇が⽀給開始⽇となり、令和５年 

９⽉３⽇までの 549 ⽇間が⽀給期間となります。 
    ①の⽀給期間（38 ⽇間）後、残りの⽀給⽇数は 511 ⽇、 

     ②の⽀給期間（10 ⽇間）後、残りの⽀給⽇数は 501 ⽇、 
     ③の⽀給期間（31 ⽇間）後、残りの⽀給⽇数は 470 ⽇ となり、⽀給残⽇数が０⽇となる⽇が⽀給満了⽇です。 

 
 
↓ 詳細は以下のサイトに掲載されています。 
https://www.mhlw.go.jp/content/12400000/000857062.pdf 

厚⽣労働省リーフレット「令和４年１⽉１⽇から健康保険の傷病⼿当⾦の⽀給期間が通算化されます」 

https://www.mhlw.go.jp/hourei/doc/tsuchi/T211115S0010.pdf 

厚⽣労働省「全世代対応型の社会保障制度を構築するための健康保険法等の⼀部を改正する法律による健康保険法及び船員保険法 

改正内容の⼀部に関するＱ＆Ａの送付について」 

 

気になる点がございましたら、是非お気軽にお問い合わせください。 
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